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令和４年度 帰国・外国人児童生徒等教育の推進支援事業 
（Ⅰ 帰国・外国人児童生徒等に対するきめ細かな支援事業） 

事業内容報告書の概要 
地方公共団体名【    上板町    】  

 

  

令和４年度に実施した取組の内容及び成果と課題 

１．事業の実施体制（運営協議会・連絡協議会の構成員等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．具体の取組内容  ※取り組んだ実施事項（１）～（１３）について、それぞれ記入すること 
（１）地域の外国人児童生徒等指導体制の推進に係る運営協議会・連絡協議会の設置・運営 

・県教育委員会主催の連絡協議会に市町村教育委員会担当者が参加し、地域における外国人児童生徒等
の円滑な支援を遂行するため、「個別の指導計画」や「特別の教育課程」の組み方などを含む支援体
制について協議し、その内容を各学校に共有した。 

（２）学校における指導体制の構築 
・日本語教育コーディネーター １名 (学校の管理職等) 
・日本語担当教員 １名       (担任教師等)  
・日本語講師（年間３１単位時間派遣） 

   ※向こう３カ年を見据えた域内における「教員配置のイメージ」については県の実施内容参照。 
（３）「特別の教育課程」による日本語指導の実施 

・域内の指導が必要なすべての児童生徒等に対して「特別の教育課程」による指導を実施 
   ５月・・・「特別の教育課程」の編成 
         個別の指導計画に基づいた指導開始 
   ６月・・・各学校担当は「特別の教育課程」による指導について県主催の研修会に参加 
  １０月・・・個別の指導計画の見直し、指導の改善 
   ２月・・・達成目標の評価、次年度に向けて指導の見直し 
（４）成果の普及 

・校長会等で、事業の周知を図った。 
・学校担当教員が校内研修等の場で普及した。 
・県が実施した研修に、域内の全ての学校（義務教育）の管理職が参加した。 



（10）日本語指導ができる、又は児童生徒等の母語が分かる支援員の派遣 
・日本語指導を必要とする児童生徒に対して在籍学校に日本語講師を派遣した。 

３．成果と課題  ※取り組んだ実施事項（１）～（１３）について、それぞれ記入すること 
（１）地域の外国人児童生徒等指導体制の推進に係る運営協議会・連絡協議会の設置・運営 

・県教育委員会を中心とした、連絡協議会に参加し、支援について他の市町村と情報交換を行った。 
・運営協議会において示された方針等は連絡協議会を通じて共有し、支援の向上につなげた。 
・児童生徒の在籍が年度途中で変更することもあり、担当者の立場が不安定である。 
・日本語支援に対する理解を促進するため、周知や啓発、研修等を継続する体制作りが不

可欠である。 
（２）学校における指導体制の構築 

・少数在籍学校においても指導体制を整備し、「特別の教育課程」を編成することで、指
導を必要とする児童生徒の一人一人の状況に応じたきめ細かな支援を実施することがで
きた。個別の指導計画を小学校から中学校へさらに高校へとつなげることで、長期にわ
たる支援が可能となった。 

・日本語担当教員の専門性の向上が求められているため、研修の実施など継続して支援し
ていくことが必要である。 

（３）「特別の教育課程」による日本語指導の実施 
・「特別の教育課程」による指導を実施することにより、指導者、日本語講師が日本語指

導についての理解を深められるとともに、両者が協力しながら個別の指導計画を立案
し、定期的に指導を見直していくことで、長期の支援を見通して支援充実を図ることが
できた。 

・適切な日本語指導の実施を継続するため、今後も研修機会を確保していく。 
（４）成果の普及 

・校長会等で周知したり、県が実施した研修に域内の全ての学校（義務教育）の管理職が参加したりす
ることで、当該児童生徒のいない学校にも情報を共有できた。また、全ての学校で受入れ体制を整
備することができた。 

・当該児童生徒等が在籍する全ての学校の担当者に対して、直接研修を行い、児童生徒等に対する
よりよい支援につなげることが出来た。 

・毎年担当者等が変わるため、引き続き研修を行っていく。 
（10）日本語指導ができる、又は児童生徒等の母語が分かる支援員の派遣 

・県登録の日本語講師を支援員として派遣することで、安定した日本語指導を実施することができた。 
・「特別の教育課程」による指導を実施するため、担当教員が支援員と協力しながら個別の指導計画を
立て、きめ細かな支援を行うことができた。 

・新型コロナウイルス感染拡大の影響から、計画したとおりの対面支援が実施できないこともあった。 

本事業で対応した幼児・児童
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うち、特別の教育課程で指導

を受けた児童生徒数 
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４．その他（今後の取組予定等） 

 

 

※ 枠は適宜広げること。（複数ページになっても差し支えない） 成果物等があれば別途提出すること。 

※ 事業内容報告書の概要は、担当者・連絡先欄を除き、様式９（添付１）の５．成果イメージ資料のポンチ絵と

併せて、文部科学省ホームページで公開する。  


